
62 大和総研調査季報　2020 年 新春号 Vol.37

特　集 2020 年経済・金融の論点

要　約

社会保障改革を支える
「企業」と「高齢者」

政策調査部 佐川 あぐり／石橋 未来

2019 年９月、全世代型社会保障検討会議が設置され、全世代を支える
社会保障制度の充実に向けた議論が始まった。制度の充実だけでなく、持
続性という観点では、給付と負担の見直しの議論も不可欠だろう。この点、
検討会議の議論は、高齢者を中心に制度の支え手を拡大することに軸足が
置かれているようにみえる。ただ、既に高い日本の高齢者の就業率をさら
に引き上げていくには課題も多い。

全世代型社会保障の実現に向けての大きな柱が働き方改革だ。65 歳まで
の雇用確保、長時間労働是正など一連の改革が進められてきたが、70 歳ま
での雇用確保については、個人差の大きい高齢者の就労に企業がどう対応
するかがカギとなろう。高齢期の就労を阻害しない年金制度の見直しも重
要だ。

他方、給付と負担のバランスが見直されれば、自助の重要性が増すこと
になる。これは、高齢の従業員の健康管理を強化する企業や、高齢者を支
えるヘルスケアビジネスに参入する企業にとっては大きなチャンスであり、
こうした企業の発展は、超高齢社会に活力をもたらす。どの世代にとって
も暮らしの改善が実感できる改革の進展が望まれる。

はじめに
１章　制度の支え手は増えるのか
２章　70 歳までの就業機会確保に向けては課題も残る
３章　給付と負担の見直しで重要性が増す自助は企業のチャンス
おわりに
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はじめに
2019 年９月、全世代型社会保障検討会議が設

置され、社会保障制度の見直しに向けた政治的に
ハイレベルでの議論が始まった。人生 100 年時代
と言われる長寿化や人口減少、また人々の働き方
の多様化が進む中、社会保障もその変化に対応し、
進化する必要があるからだ。2019 年 10 月には、
税率を 10％に引き上げた消費税を財源に、幼児
教育の無償化や介護人材の処遇改善が行われた。
高齢者向けが中心である社会保障制度において、
子育てや介護を担う現役世代の不安の解消にも重
点が置かれた形だ。このように、全世代型社会保
障では、高齢者だけでなく子供や現役世代を含む、
全世代を支える社会保障制度の充実を掲げる。

しかし、制度の持続性という観点では、給付と
負担の見直しに向けた議論も避けられない。この
点、全世代型社会保障検討会議は、高齢者や女性
など、制度の支え手の拡大によって持続性を維持
することに軸足を置いているようにみえる。働く
意欲のある人々の希望を叶える基盤整備は重要だ
が、それだけで制度の持続性が十分確保されるほ
ど支え手は増えるだろうか。さらに、支え手が増
えた場合、社会はどう変化するのだろうか。

本稿では、支え手拡大の議論の中心となってい
る高齢者の働き方に注目し、改革の影響について
考察する。１章では、全世代型社会保障の構築に
向けて検討に挙がる主な政策を概観し、検討会議
が重視する高齢者の就業状況を確認する。２章で
は、各種制度の見直しが進むことで、高齢者の働
き方がどのように変わるのかについて考える。そ
の際、個人だけでなく、企業への影響についても
みていく。３章では、給付と負担の見直しが進ん
だ場合、従来以上に自助が重要になることが、高

齢者だけでなく、企業にとっても大きなチャンス
であることについて述べる。

1章　制度の支え手は増えるのか
１．社会保障制度改革の概要

全世代型の社会保障を目指して、各分野で検討
されている主な検討事項を図表１に示した。（Ａ）
社会保障の支え手の充実、（Ｂ）持続可能性向上
に向けた給付と負担の見直し、という二つの観点
から分類している。

生産年齢人口の一層の減少が見込まれる日本に
おいて、改革の焦点となるのは社会保障の支え手
を増やすことであり、その柱は働き方改革だ。政
府は、生涯現役社会の実現に向けて、70 歳まで
の就業機会の確保や兼業・副業の普及などを図り、
人々が多様な働き方を選択できる社会を目指して
いる。

他方、制度の持続性の向上に向けた給付と負担
の見直しに関する議論はまだ本格化していない。
給付と負担の見直しは、現在と将来の現役世代の
負担増が緩和される半面、高齢者の負担増となる
項目が多く、改革のハードルは高い。そうした
中、現在、後期高齢者の外来診療の窓口負担引き
上げなどが俎上に載せられたことは大きな前進だ
ろう。

２．既に高い日本の高齢者の就業率

検討会議で力点が置かれている議論の一つが、
社会保障の充実や持続可能性の向上に向けた、制
度の支え手の充実である。制度の支え手としては
女性やパートタイム労働者等も挙げられるが、特
に期待されているのは高齢者のようだ。高齢者の
就労環境の整備やそれに伴う年金制度の見直しに
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よって、健康で意
欲のある高齢者に
制度の支え手側に
回ってもらう社会
を目指すという。

しかし、高齢者
の就労状況を国際
比較すると（図表
２）、日本の高齢
者の就業率は諸外
国と比較して既に
高い。韓国を除け
ば主要国の就業率
は 60 ～ 64 歳 と
65 ～ 69 歳を境に
大幅に低下してい
る。これに対し、
自営業者比率の違いを調整していないものの、
日本は 65 ～ 69 歳でも比較的高い水準を維
持しており、70 ～ 74 歳や 75 歳以上の年齢
階級においても、日本の就業率は韓国に次い
で高い。もちろん、意欲のある高齢者の希望
を実現することは重要だが、既に日本の高齢
者の就業率は諸外国よりも高い。就労環境の
変革や予防・健康づくりの推進等を進めた場
合、高齢者の就労はどの程度促進されるだろ
うか。そして、それによって制度の支え手は
十分に確保されるだろうか。

２章　70歳までの就業機会確保
に向けては課題も残る

１．高年齢者の雇用拡大
高年齢者の雇用に関しては、2012 年の高年齢

者雇用安定法の改正により、2013 年度から、希
望者全員を対象とする 65 歳までの雇用が義務化
された。これにより、定年を 65 歳未満に定めて
いる企業は「定年制の廃止」「65 歳までの定年の
引上げ」「65 歳までの継続雇用制度の導入」のい

図表１　全世代型社会保障の検討項目
全世代型社会保障の検討項目

（Ａ）社会保障の支え手の充実

雇用

1 70歳までの就業機会確保に向けて、多様な選択肢（ア～キ）の提示
（ア）定年廃止
（イ）70歳までの定年延長
（ウ）継続雇用制度導入
（エ）他の企業への再就職の実現

（オ）個人とのフリーランス契約への資金提供
（カ）個人の起業支援
（キ）個人の社会貢献活動参加への資金提供

2 中途採用・経験者採用の促進
3 長時間労働の是正や兼業・副業の検討など、多様で柔軟な働き方の拡大

年金
4 在職老齢年金制度の見直し
5 受給開始時期の70歳超への上限引き上げ
6 短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大

医療・介護 7 予防や健康づくりの推進
（Ｂ）持続可能性向上に向けた給付と負担の見直し

医療
8 外来の窓口負担に一定額を上乗せする「受診時定額負担」の導入
9 75歳以上の医療機関での窓口負担割合引き上げ
10 市販品類似薬の保険適用見直し

介護
11 介護保険の利用者負担を原則２割に引き上げ
12 要介護１・２の軽度者への生活援助サービスに関する給付の見直し
13 ケアプラン作成時の利用者負担の導入

年金 14 マクロ経済スライド発動ルールの徹底
（出所）各種資料を基に大和総研作成
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図表２　高齢者の就業率の国際比較（2016年）
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（出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働
比較2018」（2018年３月）から大和総研作成
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ずれかの措置を講じることになっている。厚生労
働省「令和元年『高年齢者の雇用状況』集計結果」
によると、2019 年６月時点で 65 歳までの雇用
確保措置のある企業は 99.8％に上り、現在は 65
歳まで働ける環境が一応は整備された状況にあ
る。

また、2019 年４月に施行された働き方改革関
連法により、長時間労働の是正を目指すこととさ
れ、同一労働同一賃金制度の導入（2020 年４月）
も進められた。定年後再雇用では非正規に移行す
るケースが多いことから、８割近い高齢者の賃金
が低下しているが 1、これは働く意欲を減退させる
面があろう。同一労働同一賃金制度が導入される
ことで、定年後の賃金の課題解消が進むことが望
ましい 2。

そして、次なる改革が、70 歳までの就業機会
の確保である。「経済財政運営と改革の基本方針
2019 ～『令和』新時代：『Society5.0』への挑戦～」

（骨太方針 2019）、「成長戦略実行計画」（いずれ
も令和元年６月 21 日閣議決定）では、具体的な
改革の方向性が盛り込まれ、詳細な議論が展開さ
れている。また、そのためには、高齢期の就労を
阻害しない年金制度の整備が不可欠である。以下
では、70 歳までの就業機会確保について、企業
へ求められる対応や、年金制度の見直しの観点か
ら考察する。

1）独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査シリーズ No.135「60 代の雇用・生活調査」（2015 年１月）
2）佐川あぐり・山口茜（2019）「高齢者雇用と年金制度のカギは『多様化』」『大和総研調査季報』2019 年新春号
（Vol.33）参照。

3）独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査シリーズ No.156「高年齢者の雇用に関する調査（企業調査）」（2016
年５月）によると、60 代前半層の雇用確保にあたって課題となっている点について、「管理職社員であった者の扱
いが難しい」（23.0％）、「若年層が採用できず、年齢構成がいびつになる」（20.7％）、「定年後も雇用し続けてい
る従業員の処遇の決定が難しい」（19.6％）、「高年齢社員の担当する仕事を自社内に確保するのが難しい」（16.6％）
と回答する企業が比較的多い（複数回答）。

4）２）参照。

２．企業に求められる多様な選択肢の提
供

既述の通り、65 歳まで働ける環境の整備が進
められてきたが、66 歳以上で働ける制度のある
企業の割合は 30.8％（2019 年６月時点）にとど
まっている（出所：厚生労働省「令和元年『高年
齢者の雇用状況』集計結果」）。必ずしも同一企業
で働き続ける必要があるわけではないが、65 歳
を超えると、就労を継続できない企業が多いのが
現状である。

そこで、70 歳までの就業機会確保に向けては、
企業が働きたいと希望する高齢者に対し提供する
働き方として、図表１( Ａ ) の１に示した ( ア )
～ ( キ ) の七つの選択肢が具体的な案として挙げ
られている。この案は「成長戦略実行計画」に盛
り込まれ、現在詳細な議論が労働政策審議会の職
業安定分科会雇用対策基本問題部会で進められて
いる。

( ア ) 定年廃止、( イ )70 歳までの定年延長、( ウ )
継続雇用制度導入、などについては、基本的には
雇用確保措置の期限を現行の 65 歳から 70 歳ま
で延長するといった対応が検討されている。だ
が、現在でも 65 歳までの雇用において、処遇や
配置、人員構成に課題を抱えている企業は多く 3、
雇用者にとっても賃金面においての課題が残る 4。
こうした状況を踏まえると、まずは 65 歳までの
雇用における課題改善を図り、雇用確保措置の期
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限を 65 歳から 70 歳まで企業の実情に応じて自
主的に延長するといった形が望ましいのではない
だろうか。

一方で、( オ ) 個人とのフリーランス契約への
資金提供、( カ ) 個人の起業支援、( キ ) 個人の社
会貢献活動参加への資金提供は、雇用そのもので
はない新しい選択肢と言える。これは、定年後に
フリーランスとして会社との契約を結ぶ、資金援
助という形で会社から起業支援を受けられる、ボ
ランティアなどの社会貢献活動を就労の一つと捉
え、そうした活動に企業が資金提供するという形
が想定されている。

内閣府「平成 29 年高齢者の健康に関する調査
結果（全体版）」では、収入のある職業に就いて
いる 55 歳以上の男女について、現在の健康状態
が維持されるとした場合に退職希望年齢までの
希望する働き方が示されている。それによると、
66 ～ 70 歳までの就労を希望する人の 35.0％は

「社員・職員（在宅以外）」と回答しているが、「自
営業・個人事業主・フリーランス（家族従業者を
含む）」も 30.7％という結果である。つまり、66
～ 70 歳まで働きたい人の３割は、フリーランス
や自営業での就労を望んでおり、( オ ) や ( カ )
といった選択肢は、高齢者が希望する働き方の
ニーズに合致するケースがある。企業にとっても、
退職者が始める事業内容が自社の事業展開に有益
と判断できれば、こうしたサポートが利益成長に
つながることも期待できるのではないか。

また、（キ）に関しては、社会貢献活動への参
加が、心の充足ややりがいなどが得られたり、会
社や家庭とは別のコミュニティを持てたりするこ
とで、より広い視野や経験、精神的に豊かな生き

5）独立行政法人 労働政策研究・研修機構 資料シリーズ No.215「生涯現役を見据えたパラレルキャリアと社会貢
献活動 - 企業人の座談会（ヒアリング調査）から -」（2019 年５月）

方につながるという考え方がある。働きながらこ
うした活動を行うことは難しい面もあるだろう
が、特に、企業人にとっては、「経験値の拡大」や「仕
事やキャリアに役立つ」という経験談もあるよう
だ 5。人生 100 年時代を見据えれば、定年退職後
のセカンドキャリアを築く上でも、こうした経験
が役立つとも考えられるのではないか。

また、例えば、週２～３日、あるいは短時間労
働など、体力や健康状態に応じた働き方の提供
も考えられよう。前出の内閣府調査で、66 ～ 70
歳での退職を希望する人の４割以上が、週 30 時
間未満の就業を希望している。65 歳までと比べ
ると、66 歳から 70 歳は、健康面や意欲におい
て個人差が大きく、働くことが難しい状況も起き
やすい。

他方、検討されている多様な選択肢を提供する
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図表３　65歳までの雇用確保措置のある企業
　　　　割合（2019年６月１日現在）

2.9
20.4

57.8

18.7
0.2

31 ～ 300人
0.5
11.1

47.6

40.7

0.0

301人以上

（出所）厚生労働省「令和元年『高年齢者の雇用状況』集計結果」
から大和総研作成
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ことは、企業にとっては難しい面があるだろう。
既に、65 歳までの雇用確保の義務や長時間労働
の是正への対応、加えて 2020 年４月に開始され
る同一労働同一賃金への対応も必要となり、企業
における労務面での負担は大きい。また、企業規
模や業種によっても、提供しやすい選択肢は異な
るものと思われ、労使協議により個別具体的な働
き方を企業が提供できる仕組みも必要ではないだ
ろうか。個人差が大きい高年齢者の多様な就労
ニーズに、企業がいかに応えられるかが課題とな
ろう。

３．年金制度の見直し

雇用者の多くは厚生年金に加入しているが、老
齢年金を受け取るための要件の一つが退職であ
る。これまで、65 歳までの雇用確保が進められ
てきたが、これは厚生年金の支給開始年齢が 65
歳へ引き上げられることへの対応策でもあった。
つまり、少なくとも年金をもらうまでの間は働
ける環境を整備しようとしてきたのである。今回
の全世代型社会保障改革では、受給期を迎えた高
齢者にも能力に応じて制度の支え手に回ってもら
おうと、70 歳まで働ける環境整備を進めている。
そのためには、それに合った年金制度の整備が重
要であり、現在は二つの点の見直しが検討されて
いる。

一つが、年金受給開始時期の柔軟化である。現
在は、年金の受給開始は 65 歳を原則として 60
歳から 70 歳の間で自由に選べる仕組みになって
いる。繰下げ受給を選択し受給開始を先送りすれ
ば年金額は上乗せされるため、働く意欲と能力の
ある高齢者にとっては、なるべく長く働こうと
いうインセンティブにつながっている可能性があ
る。この受給開始時期の選択肢の幅を 70 歳超ま

で拡大することが検討されている。高齢者の多様
な働き方を阻害すべきではないという観点からす
ると、年金の受給開始時期を、自分で選択できる
範囲を拡大させることは見直しの方向性として正
しいだろう。

ただし、2017 年度における繰下げ受給を選択
している高齢者の割合は、受給者の１％に満たな
いのが現状だ（出所：厚生労働省年金局「厚生年
金保険・国民年金事業年報」平成 29 年度）。現
在の受給開始時期の年齢を 70 歳超に引き上げた
として、高齢者の就労が直ちに促進されるとは考
えにくい。

もう一つは、在職老齢年金制度の見直しだ。こ
の制度は、賃金と年金の合計額が基準を超えると、
年金の一部または全額が支給停止される仕組みで
ある。働くほど年金が減るため、高齢者の就労意
欲を削いでいるという指摘がある。政府は高齢者
の就労意欲を高めるため、年金額が減額される基
準を大きく引き上げる方針を示していた。だが、
現役世代からの反発が強く、本稿執筆時点で具体
的な見直し案は固まっていない。

在職老齢年金制度が高齢者の就労に及ぼす影響
については、60 代前半では就労抑制効果が一定
程度あるが、60 代後半以降ではほとんど見られ
ないというのが一定の分析に基づく多くの見解で
ある。だとすれば、60 代後半については、制度
は廃止せず現状を維持するのが妥当ではないだろ
うか。60 代前半については年金の一部支給停止
が始まる基準額の引き上げを検討する余地はある
かもしれない。ただ、60 代前半の在職老齢年金
制度については、厚生年金の支給開始年齢の引き
上げが終了する 2024 年度末（女性は 2029 年度
末）には消滅するため、その見直しは特定の世代
だけを優遇することになりかねず、慎重な検討が
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必要となろう。
こうしてみると、70 歳までの就労を促すには、

企業の対応力がカギである。既に負担が大きい企
業にとって難しい面もあろうが、一方、チャンス
と捉えられる面もあることについて次章で議論す
る。

３章　給付と負担の見直しで重要
性が増す自助は企業のチャ
ンス

１．重要性を増す「自助」
２章までで述べたように、意欲のある高齢者の

就労を促進して制度の支え手を増やすことは大切
だが、課題も多い。支え手をどれだけ増やせるか
に不確実性があり、また、増やすだけでは社会保
障制度の持続性が十分には高まらないとすれば、
給付の伸びを可能な限り抑制する議論も重要にな
る。現役世代が負担する社会保険料は年々増加し
ており、可処分所得の伸びを抑制している。これ
によって現役世代の消費が低迷すれば、経済成長
が下押しされ、増加する保険料の負担能力が低下
してしまう。それ故、１章の前掲図表１（Ｂ）「持
続可能性向上に向けた給付と負担の見直し」に挙
がっている項目について改革の議論を進めること
が求められている。

半面、給付の重点化・効率化が進んだ場合、公
的社会保障でカバーされる給付範囲が現在よりは
限定されたり、自己負担割合の引き上げ等が行わ
れたりすることになる。そうなれば、自らの健康
は自ら維持し、自ら備えて自らの生活を支える「自
助」の考え方が、従来にも増して求められるよう
になるだろう。

ただし、重要性が増す「自助」は、高齢者の予防・

健康づくりを積極化する企業、また高齢者を支え
るヘルスケアビジネスに参入する企業にとっては
大きなチャンスである。社会保障制度から給付を
受けている高齢者を含む全ての人々にとっても、
そうした企業の発展は望まれていることである。
以下では自助が重要となる社会における企業の在
り方、ヘルスケア産業の将来性、さらに個人の金
融面の備えを後押しする企業の対応を考える。

２．評価が高まる健康経営

社会保障の支え手を充実させるため、２章で確
認したような環境整備が一段と進めば、各企業は
生産年齢人口の減少局面においても高齢者の雇用
を増やし、人手不足を回避することができるかも
しれない。

その一方で、高齢の従業員が増えれば、企業に
とって従業員の健康や安全衛生に関するリスクが
高まる。それは、従業員の健康に配慮することで、
企業が負担する医療費等の削減が求められる中、
コストが追加されることを意味する。年齢階級別
の受療率（病院あるいは診療所に入院または外来
患者として治療のために通院した患者の割合）は、
年齢階級が上がるほど高く、高齢者ほど疾病リス
クが高い。また、2018 年には年間約 13 万件の
労働災害が発生したが、年齢階級が上がるほど件
数が増加しており（厚生労働省「『労働者死傷病
報告』による死傷災害発生状況 ( 平成 30 年確定
値 )」）、高齢者ほど労務災害を被るリスクが高い。
高齢の従業員が増える企業には、従業員の病気や
労災事故のリスクを意識した健康経営が一層求め
られることになるだろう。

これらのリスクを意識した経営が求められるの
は、単に企業にアブセンティーズム（欠勤による
損失）を生じさせるからだけではない。近年、機
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関投資家が、投資判断において企業が発信する
環境（Ｅ：Environment）、社会（Ｓ：Social）、
ガバナンス（Ｇ：Governance）といった非財務
情報を重視するという国際的な潮流がある。日本
においても、非財務情報や、長期的視点から見た
企業の将来価値や株価を判断するＥＳＧ投資の重
要性が高まっている。健康経営によって従業員の
生産性を高めることは、ＥＳＧにおけるＳやＧの
要素と捉えられており、投資家から注目されてい
る。つまり、ＥＳＧを重視する多くの投資家にとっ
て、今後、増加する高齢の従業員に向けた各企業
の健康経営の在り方は、重要な投資判断の要素に
ますますなっていくと見込まれる。

東京証券取引所と経済産業省による「健康経営
銘柄」と「健康経営優良法人認定制度」には、原
則、健康経営度調査に回答した企業の中から、優
れた健康経営を行う企業が選定・認定されている。
この調査において、令和元年度からは、高齢従業
員への配慮に関する評価設問が新たに加わってい
る。働く高齢者へ向けた健康施策が、健康経営に
不可欠なものと認識された証左と言えよう。

2020 年春には、高齢者の労働災害防止のため
の対策についてガイドラインも取りまとめられ
る。高齢就労者の増加が期待される中、転倒防止、
視覚・聴覚負担の軽減等の職場環境の改善、柔軟
な働き方の導入、業務負担への配慮などに積極的
に取り組む企業が、従業員のモチベーションを向
上させて生産性を高めるだけでなく、投資家から
も適正に評価され、さらに顧客や地域社会からの
支持を獲得することにもつながるだろう。

6）厚生労働省「介護保険最新情報」Vol.678（2018 年９月 28 日）
7）65 歳以上の 91.2％、75 歳以上の 90.4％が日頃の健康活動に対して「特に心がけていることがある」と回答し

ている（内閣府「平成 29 年 高齢者の健康に関する調査結果（全体版）」（平成 30 年３月））。
8）総務省「家計簿からみたファミリーライフ 家計調査 家計簿で豊かな暮らしの基礎づくり」（2019 年８月）

３．拡大するヘルスケアビジネス

給付と負担の見直しによって公的社会保障の給
付が効率化されれば、他方でそれを補完するよう
な民間サービスを産業として拡大させる必要性を
強めることになる。介護であれば、保険サービス
と保険外サービスを組み合わせること（混合介護）
で介護の質の向上を図ることが必要になるという
ことだ。そのための環境整備は十分とは言えない
ものの着実に進んでおり、2018 年９月、訪問介
護と通所介護における混合介護のルールがあらた
めて示されている 6。今後は、保険外サービスの提
供によって、介護報酬以外の収入を得ていくよう
な事業者が、質の高い労働力を引きつけ、競争力
を持つことになるだろう。

また、現時点で医療や介護を必要としていない
人にとっても、改革による社会保障給付の水準の
低下が見込まれていれば、予防・健康づくりに取
り組もうという意識が働く。実際、多くの高齢者
が日頃から心掛けて何らかの健康に向けた活動を
行っている 7。もちろん健康意識の高まりが背景と
しては大きいのだろうが、既に制度の見直しに
よって、所得の高い一部の個人や世帯は医療や介
護の自己負担割合が引き上げられていることも影
響しているのではないだろうか。

健康維持を望む高齢者にとって、予防・健康づ
くりに資する優れた民間サービスへの関心、利用
意向は共に高い。例えば、60 歳代の世帯のフィッ
トネスクラブなどのスポーツ施設使用料の支出金
額（2018 年）は、最も少ない 30 歳未満の世帯
の約９倍である 8。今後、従来の世代に比べて消費
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文化を謳歌した団塊世代が高齢化していくことを
踏まえれば、ニーズに合致した付加価値の高い
サービスに対価を払うシニア消費者の増加が期待
されるため、ヘルスケア関連企業には大きなチャ
ンスを迎えることになるだろう 9。

その中でも注目されるのが、医療機器メーカー
やベンチャー企業、デジタルプラットフォーマー
等による、テクノロジーを活用したヘルスケアビ
ジネスである。米国でも、デジタルプラットフォー
マーがヘルスケア分野に積極的に乗り出し、ビッ
グデータや人工知能（ＡＩ）を活用したサービス
を提供するようになっていることが話題である。
国内でも、ウェアラブル端末やデータ活用等によ
り、効果的な疾病・介護予防サービスや健康増進
プログラムの提供に成功する事例が増えつつあ
る。これらの異業種によるヘルスケア分野への参
入は、本業との相乗効果によってこれまでにない
画期的なサービスを創出しており、将来性への期
待は大きい。プレーヤーの裾野の広がりが望まれ
る。

ただし、多様なヘルスケアサービスが増えるに
したがって、品質等がサービス利用者に十分に
判断できない状況も懸念される。この点、「ヘル
スケアサービスガイドライン等のあり方」（経済
産業省、平成 31 年４月 12 日）が策定されてい
る 10。これを踏まえて業界自主ガイドラインを策
定・改訂したことを業界団体が自己宣言した場合
には、リスト化され、さらにロゴマークが付与さ

9）厚生労働省・農林水産省・経済産業省「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考事例
集 保険外サービス活用ガイドブック」（平成 28 年３月）

10）自治体や企業等を介して利用者に提供される流通構造を持つヘルスケアサービスに関して、業界団体が業界自主
ガイドラインを作成する際に踏まえるべき指針。

11）個別の事業者が、自社ガイドラインを策定し自己宣言する仕組みの創設も検討されている。
12）経済産業省「次世代ヘルスケア産業協議会の今後の議論について ～アクションプラン 2019 に向けて～」第８回 

次世代ヘルスケア産業協議会 資料４（平成 31 年４月 12 日）
13）20 歳以上の成人国民であれば、原則として誰もが 60 歳まで利用できる制度である。
14）少額からの長期・積立・分散投資を支援するための非課税投資口座で、20 歳以上の成人国民は誰でも利用できる。

れる。一定の品質基準を満たすヘルスケアサービ
スが利用者に対して可視化される仕組みが整備さ
れた意義は大きい 11。ヘルスケアサービスを提供
する企業やその業界団体にとっても、制度を利用
して品質の良さをアピールできれば、顧客の増加
や売上の拡大につながるだろう。

健康保持・増進に働きかけるものも含め、
2025 年には約 33 兆円（2016 年時点で約 25 兆
円）規模に拡大すると試算 12 されるヘルスケア分
野は、成長が期待できる産業と言えるだろう。

４．望まれる金融面の自助へのサポート

３節で述べたように、公的保険サービスを利用
する場合も、そうでない場合も、保険外サービス
の利用機会は増える見込みだ。生活の質を向上さ
せるサービスを自ら選択していくという考えが重
要になるのは金融面での「自助」も同じである。

公的年金以外の老後の備えと言えば、企業年金
や退職金などの退職給付があるが、企業の負担が
大きいことから退職給付制度を導入している企業
割合は低下している。そのため、公的年金以外
の「自助」による備えが十分に進まない雇用者が
増えている。そこで、近年、個人型確定拠出年
金（iDeCo）13 やつみたてＮＩＳＡ 14 等の個人の
自助による資産形成制度が導入され、政府が人々
の自助を後押しするようになっている。それは、
企業の現場においても進められており、例えば、
iDeCo に加入する従業員の掛金に、追加的に企
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業が掛金を拠出できる「iDeCo ＋（中小事業主
掛金納付制度）」（対象は従業員100人以下の企業）
や、従業員が職場の給与天引きで資金を拠出でき
る「職場積立ＮＩＳＡ」を導入する企業が増えて
いる。

これらの制度を企業が導入すれば、従業員の資
産形成を行う時間や手続きの負担を軽減すること
ができる。それだけでなく、企業にとっても、退
職給付制度を導入するよりもはるかに低コストで
福利厚生を充実することができる。従業員の資産
形成を促し、自助を支援することは、人手不足が
深刻な状況の中、効果的な人材確保策となるだろ
う。

おわりに
支え手拡大の議論の中心となっている高齢者の

働き方に注目した場合、70 歳までの就業機会を
確保していくためには、企業努力が大きなカギに
なると考えられる。ただ、既に働き方改革関連法
への対応などもあり、企業の労務面での負担は大
きいものとなっている。また、本稿では触れては
いないが、短時間労働者に対する厚生年金の適用
拡大においても、社会保険料の負担増、短時間労
働者の就労調整のコストが企業経営に影響を与え
ている。支え手を拡大していくに際しては、企業
の視点も含めて改革を進める必要性が高いだろ
う。

それと同時に給付と負担の見直しについて踏み
込んだ改革が求められる。給付と負担の見直しは
高齢者の負担増となる項目が多く、改革のハード
ルは高いようにみえるが、むしろ「自助」の重要
性が増していくことを企業が活かせれば、大きな
チャンスであるとも言える。健康経営に取り組む

企業やヘルスケアビジネスに参入する企業の発展
は、超高齢社会に活力をもたらす。どの世代にとっ
ても暮らしの改善が実感できる全世代型社会保障
改革の進展が望まれる。
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